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および，名古屋市を除く愛知県一般国道の平日混雑時

旅行速度の平均値を算出した．地下鉄・鉄道路線の平

均速度は地下鉄および各路線の平均速度をナビタイム

から算出した．また，一人当たりの CO2排出係数は国

土交通省 4)が公表している 2007 年の全国一律の係数

を用いた． 
表-1 交通手段平均速度とCO2排出係数の設定 

 
 
4. 名古屋都市圏の交通に起因する地区別 CO2 排出量

推定結果 

名古屋市および名古屋市郊外部20市町を対象とし，

小ゾーン別一人当たり平均 CO2排出量の推定結果を

図-2に示す. 

一人当たりの CO2排出量は，名古屋市全体で約

2.3kg /人・日であった．市営地下鉄鶴舞線から 1.5km
圏内は約 2.1kg /人・日であった．また，名古屋市郊外

部 20 市町の一人当たりのCO2排出量は約 5.7kg /人・

日であり，名古屋市よりも約 2.5 倍多いことがわかっ

た． 

 
図-2 地区別一人当たりCO2排出量推定結果 

以上の結果から，居住地とCO2排出量の関係を定量

的に明らかにし，低炭素型都市構造を検討するための

ツールを構築することができた． 

 

5. 地区別CO2排出量情報の活用方策の検討 

低炭素型都市構造への転換を促進するためのツー

ルのとして，地区別 CO2排出量情報の活用方策の検証

を行う． 

唐木ら 5)は，環境意識と居住地選択，交通行動の関

係を明らかにした上で，環境意識を高めるだけでは職

場や鉄道駅の近くへ立地を促進することが難しいこと

を示した．さらに，低炭素型都市構造へ転換するため

の提案として，職場や鉄道駅の近隣に住むことが“CO2

排出量の削減に繋がる”ことを交通行動との密接な関

係性認識を介して高めることを示唆した． 

 本研究では構築した地区別 CO2排出量情報は，CO2

排出量が少ない居住地への立地を促すための情報提供

や，CO2削減のための土地利用・交通施策を検証する

ためのツールとして活用可能であると考えられ，今後

具体的な活用策について検討したいと考えている． 

 

6. おわりに 

本研究は名古屋都市圏を対象とし，都市構造と CO2

排出量の関係について定量的に明らかにした． 

今後の課題は，構築した地区別 CO2排出量を情報提

供する方策を具体的に検討することである． 
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交通手段
平均速度 (km/h) CO2排出係数

(g-CO2/km・人)名古屋市 名古屋市外
1. 徒歩 4 4 0
2. 自転車 12 12 0
3. 原付 26.6 30.2 31
4. 自動二輪 26.6 30.2 93
5. タクシー 26.6 30.2 388
6. 軽乗用車 26.6 30.2 127.2
7. 普通乗用車 26.6 30.2 173
8. 小型貨物車 26.6 30.2 142.5
9. 普通貨物車 26.6 30.2 389
10. 貸切バス 25.0 25.0 51
11. 路線バス 25.0 25.0 51
12. 鉄道 55.9 45.2 19
13. 地下鉄 32.1 32.1 19

凡例
(単位：kg・CO2/人)

1.0 ~ 1.5
1.5 ~ 2.0
2.0 ~ 2.5
2.5 ~ 3.0
3.0 ~ 3.5
3.5 ~ 4.0
4.0 ~ 4.5
4.5 ~ 5.0
5.5 ~ 

~ 1.0

名古屋市外

名古屋市
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